
公立大学法人宮崎公立大学における取引業者からの誓約書の徴取について 

（方針および概要） 

平成２８年７月１２日制定 

 

【方針】 

公立大学法人宮崎公立大学（以下「本学」という。）では、第２期中期目標に掲げて

いるとおり、適正な大学運営を行うべく、法令遵守（コンプライアンス）に対する教職

員の意識啓発や仕組みづくりによる組織体制の強化・充実を図ってまいりました。とり

わけ、公的研究費の取扱い及び不正使用防止対策については、適切な体制の整備と啓発

活動の充実に努めています。 

 一方、依然として全国の研究機関における研究費の不正使用が後を絶たず、社会問 

題としても大きく取り上げられる事態となっていることから、「研究機関における研究

費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（文部科学大臣決定）が、平成２６年２月

１８日付で改正されました。本学では、当該ガイドラインの改正を受け「宮崎公立大学

における公的研究費の不正使用防止に関する基本方針」を制定し、不正使用防止対策を

より一層強化しているところです。 

その取り組みの一環として、本学の構成員と取引業者との癒着防止に係る更なる対策

を講じるため、本学との取引に係る遵守事項を定めるとともに、本学との間に一定の取

引実績がある業者から誓約書を徴取することとします。 

 

【概要】 

１．本学との取引に係る遵守事項について 

（１）「公立大学法人宮崎公立大学会計規程」、「公立大学法人宮崎公立大学会計処理

規程」及び「公立大学法人宮崎公立大学契約事務規程」を遵守するとともに、不正

に関与しないこと。 

（２）宮崎公立大学が行う内部監査、その他の調査等において、取引帳簿の閲覧・提出

等の要請に協力すること。 

（３）不正が認められた場合は、取引停止を含むいかなる処分を講じられても異議がな

いこと。 

（４）宮崎公立大学の構成員が、法令違反行為等（法令には違反しないが不正と疑われ

る行為を含む）を行おうとしている場合には、研究活動上の不正行為に関する通報

窓口（宮崎公立大学内部監査班内）に通報すること。 

 

２．誓約書の提出を求める対象範囲について 

公的研究費に係る物品供給等の取引において、本学と一定の取引実績がある業者

（前年度における取引回数が１０回以上または取引金額が５０万円以上の業者）。但

し、下記の者を除く。 

（ｱ）国、地方公共団体、独立行政法人等の公的機関 

（ｲ）学校法人 

（ｳ）国際組織、外国企業等 

（ｴ）電気・ガス・水道・電話・郵便事業者等 



（ｵ）弁護士・特許・税理士事務所等 

（ｶ）商取引の相手方ではない個人 

（ｷ）その他、本件対象になじまない業種等 

 

３．誓約書の様式について 

別添様式のとおりとする。 

 

４．誓約書の提出方法及び提出先について 

（１）提出方法 

持参、または郵送にて提出するものとする。 

（２）提出先 

〒880-8520 宮崎市船塚１丁目１番地２ 

公立大学法人宮崎公立大学 企画総務課企画係 

（３）提出期限 

  依頼時に個別に設定（依頼した日からおおむね１か月以内）するものとする。 

 

５．その他 

（１）誓約書の提出依頼の際には、不正取引（不正行為）防止対策の一環として、次の

情報を周知するものとする。 

（ｱ）本学における会計規程等について 

（ｲ）取引停止に関する取り扱いについて 

（ｳ）取引開始から支払いまでの流れについて 

（ｴ）その他必要情報等 

（２）誓約書については、毎年度提出を求めるものではありませんが、年度変更時に前

年度の取引実績等を確認し、新たに対象となる業者があった場合は速やかに誓約書

の提出を依頼するものとする。 

（３）本学からの提出依頼に応じず、誓約書を提出しない業者については、以後の取引

を行わないものとする。 

（４）取引停止の措置については、「公立大学法人宮崎公立大学契約事務規程」（規程第

４１号）第４１条に基づき、「宮崎市物品売買等の契約に係る指名停止等の措置に

関する要綱」の規定を準用するものとする。 

 

６．本件に関する担当について 

公立大学法人宮崎公立大学 企画総務課企画係 

Ｅﾒｰﾙ：research @miyazaki-mu.ac.jp 

ＴＥＬ：0985-20-2000  

ＦＡＸ：0985-20-4820 

 

７．適用開始日 

  平成２８年７月１２日 


